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本庁舎自動証明写真機設置事業者公募要項 
 
 

１ 趣旨  

  本件公募は、機器を設置することで、本庁舎におけるスペースの有効活用とともに

写真が必要となる申請に係る市民サービスの向上及び来庁者の利便性の向上が見込

まれることから、自動証明写真機を設置する事業者を募集します。 

  設置を希望する場合は、この要項を熟読し、現地を確認のうえ応募をしてください。 

 

２ 公募内容  

（１）公募の形態 

   本件公募は、地方自治法第２３８条の４第２項第４号の規定に基づく、行政財

産の貸付けとなり、契約は民法第６０１条に基づく賃貸借契約となります。 

 （２）設置機器 

    自動証明写真機１台 

    ※【別紙１】仕様書を参照してください。 

 （３）貸付場所 

    松戸市役所本庁舎新館地下１階 1.05㎡ 

    ※【別紙２】貸付場所図 

 （４）貸付期間 

    令和７年１０月１日から 

    令和９年３月３１日まで 

 （５）費用負担 

    設置事業者は、次に掲げる費用を負担していただきます。 

   ①行政財産使用料 

    松戸市行政財産使用料条例に基づき算出した行政財産使用料となります。 

使用料は市が発行する納入通知書により毎年度当初（初年度は許可後納入期限

まで）に納入してください。※年額：５，７００円（令和７年度） 

   ②貸付料 

    設置事業者から、貸付料提案書によりご提案いただいた貸付料に消費税相当額

を加えたものを貸付料とします。 

   ③電気料 

    機器用の積算電力計（子メーター）を設置していただき、市が発行する納入通

知書により納入してください。 

   ④機器設置・維持管理・撤去費用・その他費用 

    機器の設置（設置に係る電源工事を含む）、維持管理（メンテナンス）、貸付期

間終了後の原状回復費用、その他機器の運営に際して発生した費用は設置事業

者の負担となります。 



 （６）設置に関する注意事項 

    貸付期間中に機器の移設又は撤去等が必要なった場合は、協議のうえ指示に従

ってください。 

 

３ 公募参加資格・応募方法  

 （１）公募参加資格 

    次の資格をすべて満たす法人又は個人に限り本件公募に参加することができま

す。 

   ①地方自治法施行令第 167 条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

②国税、都道府県民税及び市町村民税を滞納していない者であること。 

③過去２年間において、自動証明写真機設置運営事業の実績を有していること。 

④公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又はその団体に属する者でないこ

と。 

⑤民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続中又は会社更生法（平成

14年法律第 154 号）に基づく更正手続中の事業者でないこと。 

   ⑥良質な商品及び優良なサービスを提供できる資力及び能力・資格を有する者で

あり、令和７年９月３０日までに機器設置工事が完了できる者であること。 

 （２）応募方法  

   ①応募申込書等配布期間及び配布場所 

    【配布期間】 

      令和７年９月８日（月）から９月１２日（金） 8時 30分～17時 00分 

      ※市のホームページからダウンロード可能です。 

    【配布場所】 

      松戸市役所 財務部 財産活用課 （松戸市役所 新館６階） 

      住所：松戸市根本３８７番地の５ 

      電話：０４７－３６６－７３１６ 

   ②応募期間及び書類提出場所 

    【提出方法】 

      持参による（郵送不可） 

    【応募期間】 

      令和７年９月８日（月）から９月１２日（金） 8時 30分～17時 00分 

    【提出場所】 

      松戸市役所 財務部 財産活用課 （松戸市役所 新館６階） 

      住所：松戸市根本３８７番地の５ 

      電話：０４７－３６６－７３１６ 

   ③提出書類 

     別表第１（５頁）のとおり 

  



４ 設置事業者の決定 

  設置事業者の決定手順については、次のとおりとします。 

 （１）資格審査 

     提出書類を基に応募者の資格等について審査を行い、要件を満たしている応

募者を対象として貸付料提案書の比較を行います。 

 （２）貸付料提案書の比較 

     貸付料提案書の比較の結果、最高額を提示した応募者を設置事業者とします。 

     ただし、同額の貸付料提案を行った応募者が２者以上あるときは、くじ引き

によって設置事業者を定めます。 

なお、くじ引きは別途連絡のうえ実施いたします。 

 （３）貸付料提案書の比較結果の通知 

     貸付料提案書の比較結果については、すべての応募者に書面で通知します。 

 （４）貸付料提案書の無効 

     次の各号に該当する貸付料提案書は無効とします。 

     ①参加資格のない者が提出したもの 

     ②同一人が提出した２以上のもの 

     ③明らかに不正行為によって提出されたと認められるもの 

     ④提案金額の訂正された貸付料提案書及び記名押印のないもの 

     ⑤提案金額その他記載事項が明らかでなく必要事項を記載しないもの 

     ⑥所定の記載事項以外の事項が記載されたもの 

     ⑦前各号に掲げるもののほか、応募に関する条件に違反して提出したもの 

 （５）契約の締結 

     契約書は、【別紙３】契約書（案）のとおりとし、貸付料提案書の比較後、

設置事業者となった者は速やかに契約を締結するものとします。 

     なお、本件の契約については、地方自治法第２３８条の４第２項第４号の規

定に基づく行政財産の貸付とし、契約は民法第６０１条に基づく賃貸借契約と

します。 

     また、上記契約書と併せて【別紙４】行政財産使用許可申請書の提出も必要

となります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 本公募に関する質疑応答 

 （１）質問方法 

     この公募に関する質疑は次により行うものとします。 

     【提出書類】 

      【第４号様式】公募質問書 

     【受付期間】 

令和７年９月８日（月）から９月１２日（金）まで 

     【提出方法】 

       電子メールとし、件名を次のとおりにしてください。 

       件名：「【企業名】自動証明写真機設置に関する質問について」 

     【提 出 先】 

       松戸市役所 財務部 財産活用課 

       アドレス： mczaisan@city.matsudo.chiba.jp 

（２）回答方法 

     質疑に対する回答は質問者名等を伏せて全応募者に令和７年９月１６日（火）

までにメールで回答いたします。 
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別表第１ 

提出書類一覧 

 

 提 出 書 類 

１ 【第１号様式】応募申込書 

２ 【第２号様式】貸付料提案書 

３ 
【第３号様式】委任状 

※本公募に係る事務を支店長等に委任する場合のみ 

４ 登記事項証明書 

５ 
印鑑登録証明書 

※発行日から３ヶ月以内の原本 

６ 
有価証券報告書または決算書 

※直近のもの 

７ 

納税証明書 

※全ての国税：法人は納税証明書その３の３ 

※市内に事業所を有する法人は、市税全ての納税証明書も提出。 

８ 過去２年間における、自動証明写真機設置の実績に関する書類 

９ 設置を予定する自動証明写真機のカタログ等 

 

   ※第１号・２号・３号様式については、必ず記名押印を行うこと。 

  



別表第２ 

応募から契約等までの手続き 

１ 応募要件の確認 

 ・詳細は２頁「公募参加資格・応募方法」により確認してください。 

 

２ 応募申し込み 

 ・詳細は２頁「公募参加資格・応募方法」により確認してください。 

 ・【要項配布期間】 

   令和７年９月８日（月）から９月１２日（金）まで 

 ・【応募期間】 

   令和７年９月８日（月）から９月１２日（金）まで 

 

３ 貸付料提案書の比較 

 ・【貸付料提案書比較日時】 

   令和７年９月１９日（金） 

 ・貸付料提案書の比較の結果、最高額を提示した応募者を設置事業者とします。 

 

４ 契約から設置工事まで 

 ・貸付料提案書の比較後、速やかに契約書及び行政財産使用許可申請書を取り交わし

ます。 

 ・設置工事については、市と調整を行った後、令和７年９月３０日までに完了してく

ださい。 

 

５ 行政財産使用料・貸付料等の支払い、売上金等の報告 

 ・行政財産使用料   毎年４月 

 ・貸付料       毎月 

 ・電気料       毎月 

  

 ・売上金の報告    毎月１０日まで 



【別紙１】 

仕 様 書 

 
１ 件  名  本庁舎自動証明写真機設置事業者公募 
２ 設置場所  松戸市役所本庁舎新館地下１階 1.05 ㎡ 
        高さは２．２ｍを上限とする。 
３ 貸付期間  令和７年１０月１日から令和９年３月３１日まで 
４ 設置機器の機能 
        （１）以下の用途に対応する写真サイズ機能を備えているもの 

          ア 個人番号カード（マイナンバーカード）用 

          イ 運転免許証用 

          ウ パスポート用 

          エ 履歴書用 

          オ 特別永住者証明書用 

        （２）８カ国以上の音声及び表示案内機能を有しているもの 

        （３）個人番号カード（マイナンバーカード）のＷｅｂ申請サービスに

対応しているもの 

        （４） その他、以下の機能を備えていること。 

        ア 電子マネーを使用できること（電子マネー対応につき、各所に

必要な申請をして、設置後３ヶ月以内に対応可能な状態にする

事） 

        イ 領収書発行 

        ウ 省エネ設計（照明にＬＥＤを採用） 

        エ 遠隔システムでリモート管理できる 

オ 照明写真データをパソコンやスマートフォンにダウンロードで

きる 

カ 背景色を数種類から選択可能 

５ 設置方法   庁舎の躯体に負担がかからない方法で転倒防止対策を行い、据付面を

確認したうえで安全設置すること。 

６ 維持管理  （１）商品補充、金銭管理など自動証明写真機の維持管理は、設置事業

者が行うこと。 

        （２）自動証明写真機の故障、問い合わせ及び苦情については、設置事

業者の責任において対応すること。また、自動証明写真機に故障時

等の連絡先を明記すること。 

        （３）定期的な保守メンテナンスを実施すること。 
 



 【別紙２】設置場所図　（松戸市役所新館地下１階玄関前）
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市有財産貸付契約書 
 

松戸市（以下「甲」という。）と株式会社●●●●●（以下「乙」という。）

は、自動証明写真機の設置について、次の条項により市有財産の賃貸借契約を

締結する。 

 

（貸付物件） 

第１条 甲は、次の物件を乙に貸し付ける。 

     松戸市根本３８７番地の５ 

     松戸市役所本庁舎 

     新館地下玄関前 １．０５㎡ 

 

（使用目的） 

第２条 乙は、貸付物件を自動証明写真機の設置場所として使用するものとす

る。 

 

（貸付期間） 

第３条 貸付期間は、令和７年１０月１日から令和９年３月３１日までとする。 

 

（貸付料等） 

第４条 貸付料は、売上金額の●●％に、消費税相当額を加えたものとする。 

２ 前項の消費税相当額は、消費税法の改正に伴い消費税率が変更となった場

合は、変更後の税率で計算した額とする。 

３ 松戸市行政財産使用料条例に基づき算出した行政財産使用料とする。 

  使用料は市が発行する納入通知書により毎年度当初（初年度は許可後納入

期限まで）に納めるものとする。 

 

（売上報告書の提出等） 

第５条 乙は、本件貸付契約に係る自動証明写真機の売上状況を毎月２０日に

取りまとめ、翌月の１０日までに、売上報告書を甲に提出しなければならな

い。 

２ 乙は、甲が売上報告書から算出した貸付料を、指定された期限内に甲の発

行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。 

３ 甲は、乙が提出した売上報告書に疑義のあるときは、自ら調査し、乙に対

し詳細な報告を求め又は是正のために必要な措置を講ずることができるもの

とする。 

 



 
 

（電気料） 

第６条 乙は、本契約に基づき設置した自動証明写真機に電気の使用量を計測

する積算メーターを設置するものとする。 

２ 甲は、施設全体の電気料の単価に基づき、当該月の積算メーターの表示す

る使用量から電気料を計算し、速やかに乙に納入通知書を送付するものとす

る。 

３ 乙は、前項の納入通知書に定める日までに甲に電気料を支払わなければな

らない。 

 

（貸付料等の延滞金） 

第７条 乙は、第４条から６条にて指定した日までに貸付料を納付しないとき

には、当該納入期限日の翌日から遅延日数に応じ、当該金額に年１４．６パ

ーセントの割合で計算した金額（１００円未満の端数があるとき、又はその

金額が１００円未満であるときには、その端数金額又はその金額を徴収しな

い。）を延滞金として、甲の発行する納付書により、甲に納入しなければなら

ない。 

 

（瑕疵担保） 

第８条 乙は、本件契約の締結後、貸付物件に数量の不足又は隠れた瑕疵があ

ることを発見しても、貸付料の減額又は損害賠償の請求をすることができな

い。 

 

（禁止事項） 

第９条 乙は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１）貸付物件を、第２条に規定する使用目的以外で使用すること。 

（２）貸付物件を第三者に転貸し、又はそれに類似する行為をすること。 

（３）本件賃借権を第三者に譲渡し、又は他の権利を設定すること。 

 

（経費の負担） 

第１０条 乙は、自動証明写真機設置運営に必要な設置費、維持管理費、撤去

費及びその他費用を自ら負担しなければならない。 

 

（実地調査） 

第１１条 甲は、貸付物件について随時実地調査をし、所要の報告を求めるこ

とができる。この場合において、乙は調査等を拒み、妨げ又は怠ってはなら

ない。 

 

 



 
 

（契約の解除） 

第１２条 甲は、乙が本件契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解

除することができる。 

２ 甲は、公用又は公共用に供するため貸付物件を必要とするときは、本件契

約を解除することができる。 

３ 同条第１項、第２項の場合において、乙は甲にその損害を求償できない。                                             

 

（暴力団排除措置による契約解除） 

第１３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、契約を解除する

ことができる。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲はそ

の損害の賠償の責任を負わないものとする。 

（１） 暴力団等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条に規定するものをいう。以下同じ。）又は暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）であると認められる場合。 

（２） 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下この項において同じ。）が暴力団等であると認められる場合 

（３） 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 

（４） 役員等が自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利

益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもつて暴力団員等を利用

したと認められる場合 

（５） 役員等が、暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等

直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している

と認められる場合 

（６） 役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認めら

れる場合 

 

（貸付物件の返還） 

第１４条 乙は、第３条に定める貸付期間が満了したとき又は第１２条及び１

３条の規定により契約を解除されたときは、直ちに貸付物件を原状に回復し、

甲の指定する期日までに返還しなければならない。 

 

（損害賠償） 

第１５条 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えた

ときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければなら

ない。 



 
 

（修繕義務等） 

第１６条 甲は、貸付物件の修繕義務を負担しないものとし、貸付物件につい

ての維持、保存、改良その他の行為をするために支出する経費は、すべて乙

の負担とする。 

２ 乙は、修繕等の実施に当たっては、あらかじめ甲に申請し、承認を受けな

ければならない。 

 

（管理規約等遵守事項） 

第１７条 乙は、貸付物件の管理及び管理及び使用等に当たっては、庁舎管理

規則のほか管理運営上必要な諸規則を遵守するとともに、甲の指示に従うも

のとする。 

 

（自動証明写真機の利用者等への対応） 

第１８条 乙は、本契約に基づき乙が設置、運営する自動証明写真機により発

生するトラブル、苦情等について一切の責任を持って解決する。 

２ 乙は前項の事象に対応するため設置する自動販売機に問い合わせ先を表記

すること。 

 

（自動証明写真機等の移設） 

第１９条 乙は、貸付物件のある施設内の事務室等の配置変更、その他施設管

理上の事情等により、貸付範囲として指定した位置を変更せざるを得ないと

の甲の判断に基づき、甲から自動証明写真機の移設について請求を受けたと

きは、乙の負担により、甲が新たに指定する位置に当該自動証明写真機を移

設しなければならない。 

２ 前項の移設に伴い、売上の減少などが生じても乙は甲に求償することはで

きないものとする。 

 

（商品等の盗難又は毀損） 

第２０条 甲は、設置された自動証明写真機、当該自動証明写真機で販売する

商品若しくは当該自動証明写真機の売上金又は釣り銭の盗難又は毀損につい

て、甲の責に帰することが明らかな場合を除き、その責を負わない。 

 

（有益費等の請求権の放棄） 

第２１条 乙は、貸付期間が満了した場合又は第１２条第１項の規定により本

件契約を解除された場合において、本件貸付物件に投じた改良費等の有益費

及びその他の費用があっても、これを甲に請求することができない。 

 

 



 
 

（契約の費用） 

第２２条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負

担とする。 

 

（遵守事項） 

第２３条 乙は、この契約に定めるもののほか甲発行の「松戸市役所本庁舎自

動証明写真機設置事業者公募要項」及び乙が甲に提出した「提案書」等を遵

守するものとする。 

 

（疑義の決定） 

第２４条 本件契約に定めのない事項又は本件契約に関し疑義があるときは、

甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本件契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有する。 

 令和７年１０月１日 

甲 千葉県松戸市根本３８７番地の５ 

                松戸市 

松戸市長 松戸 隆政 

               

乙 ●●県●●市●－●―● 

                株式会社●●●●● 

                代表取締役 ●● ●● 



【別紙４】 
 

行 政 財 産 使 用 許 可 申 請 書 
 

令和７年  月  日 
 

松戸市長 松戸 隆政 様 
 

住 所 ●●県●●市●―●―● 
申請人 株式会社●●●●● 
氏 名 代表取締役 ●● ●● 印 

 
 

 
下 記 の と お り 行 政 財 産 を 使 用 さ せ て 下 さ い 。 
 

記 

行 政 財 産 の 名 称 松戸市庁舎 

所 在 地 松戸市根本３８７番地の５ 

使用する部分の面積 1.05 ㎡ 

使 用 目 的 自動証明写真機を設置する為 

使 用 期 限 令和７年１０月１日から令和９年３月３１日 

その 他 必要な事 項  

 



 

第１号様式 

応 募 申 込 書 

 
（あて先） 

松戸市長 
応 募 者  名 称               

   住 所               
代表者氏名             ㊞ 
電話番号               

 
事務担当者 氏 名               

電話番号               
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ               

 

「本庁舎自動証明写真機設置事業者公募要項」の各条項を承知の上、応募申込

みいたします。 

また、応募申込みにあたり、下記のとおり誓約いたします。 

記 

１ 連合等により公募の公正を害するような不正行為をしていません。 

 

２ 公募終了後において、連合等の疑いが生じたときは、市のとる措置に従い、

一切の異議申し立てを行いません。 

 

３ 公募参加資格の内容をすべて満たしています。  



 

第２号様式 

貸付料提案書 

令和７年  月  日 
 

（あて先）松戸市長 
 

名  称 
住  所 
氏  名              ㊞ 
電話番号 

 
「本庁舎自動証明写真機設置事業者公募要項」の内容を承知の上、下記のとおり貸付料を

提案します。 
 

記 
 

件 名 本庁舎自動証明写真機設置事業者公募 

設置場所 松戸市役所本庁舎 新館地下１階玄関前 1.05 ㎡ 

貸付提案額 売上げの        ％ 

 
※注意事項 
１ 本提案書の貸付提案額に消費税相当額を加えたものを貸付料とします。 
２ 算用数字を用いて記入してください。 
３ 封筒に糊付け封入し、封筒の表面に応募者名を記入してください。 
  



第３号様式 

 

委 任 状 

 

令和７年  月  日 

（あて先）松戸市長 

 

 

 

名 称 

住 所 

代表者氏名               ㊞ 

電話番号 

 

私は都合により          印 を代理人と定め、下記の公募に関する一切の

権限を委任します。 

 

記 

 

件 名     本庁舎自動証明写真機設置事業者公募 

 



第４号様式 
 

公 募 質 問 書  

  
（あて先）松戸市長 

 
 本庁舎自動証明写真機設置事業者公募に関し、次のとおり質問します。 

質問者 

名  称  

住  所  

担当者所属  

担当者氏名  

電話番号  

FAX 番号  

メールアドレス  

内容  

◆注意事項 
 ・質問内容は箇条書きとし、かつ、簡潔、明瞭に記入してください。 
 ・提出先：松戸市 財務部 財産活用課 庁舎管理班 
 ・ｱﾄﾞﾚｽ：mczaisan@city.matsudo.chiba.jp 

 

mailto:mczaisan@city.matsudo.chiba.jp
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